




は じ め に 

 

 

 

現在の世界経済の状況は、ギリシャの金融危機に端を発し、世界経済を牽引してきた中

国等の新興国の経済成長に陰りが見え始める等、世界規模での景気後退が鮮明となってき

ている。また、国内では、歴史的な超円高状態が長期・停滞化しており、我が国製造業に

とって大変厳しい状況となっている。我が国造船業・舶用工業にとっても、景気後退に伴

う造船市況の低迷に加え、超円高により、受注環境が悪化しており、今後の先行きについ

て決して楽観視できる状況にはない。 

 

このように、我が国造船業・舶用工業を取り巻く環境は大変厳しい状況となっているが、

中長期的な視点で世界経済及び物流を眺めた場合、新興国及び発展途上国の生活水準向上

に伴う経済成長及び物流量の増加は、今後も堅調に継続していくものと考えられる。この

ため、海上輸送の担い手である海運業・造船業・舶用工業といった海事産業は、今後も着

実に拡大・発展していくものと思われる。また、今後の中長期的な物流量の増大に伴い、

環境に優しい輸送セクターである海運の役割及び期待は益々高まっていくことになろう。 

 

一方、海運分野においては、国際海事機関（IMO）が中心となり、地球環境保全への動

きが活発化している。昨年７月には IMO において、国際海運における世界初の二酸化炭

素排出規制の導入が採択された。また、船舶からの NOx及び SOx等の排ガスに係る規制

も今後大幅に強化されることとなっている。 

 

こうした状況の中、環境先進国である欧州地域においては、地域、各国及び各メーカー

が、今後の国際競争力の維持・向上を図るため、環境負荷低減技術及び省エネ技術の研究

開発にしのぎを削っている状況にある。 

 

したがって、欧州における環境負荷低減技術及び省エネ技術の研究開発状況を調査し現

状把握することによって、我が国の舶用企業が、今後の当該技術の研究開発戦略を効果的

に策定等するための一助とするため、本調査を実施した。 

 

 

 

 

 

ジャパン･シップ･センター 
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1. 船舶からの排出ガスと規制の現状 

 

1.1 概要 

 

 船舶から排出される有害ガスは、環境に敏感な海域を定期航行するフェリーやクルーズ

客船に起因するものが特に注目を集めている。世界的、地域的に強化される排出規制に対

応するため、舶用エンジンメーカー等各社は環境に優しい新製品の研究開発と技術改良に

しのぎを削っている。 

 船舶は、貨物のトンキロ当たりの排出ガス量が低く、エネルギー効率の大変優れた輸送

手段である。しかしながら、世界的な海上輸送の増加とそのスケールによる排出ガスの絶

対量は多く、改善されるべき課題は多いものと考えられる。 

 船舶からの排出ガスの主要成分は、二酸化炭素（CO２）、水（H２O）、窒素酸化物（NOx：

一酸化二窒素（N２O）及び二酸化窒素（NO２））、硫黄酸化物（SOx）、一酸化炭素（CO）、

炭化水素（HC）及び粒子状物質（PM）である。 

 大気中に排出されたガスの一部は、化学変化又は消滅するが、ガスによる対流圏オゾン

の生成及びエアロゾル（固体状又は液状微粒子から成るガス状浮遊物）等の排出は、大気

汚染の原因となる。舶用エンジンからの排出ガスは、大気中の構成物質の変化を引き起し、

地域的又は全世界的な気候変動への影響が懸念されている。 

 国際海事機関（IMO）において海洋汚染防止条約附属書Ⅵ（MARPOL73/78 ANNEX VI）

が採択された 1997 年当時には、世界全体で排出される NOx の約 7％、SOx の約 15％及

び CO2の 2％が、重油（HFO）及びディーゼル油（MDO）を燃料とする船舶に起因する

とされていた。 

過去数十年にわたり厳しい規制が課されてきた陸上分野とは対照的に、海事分野への環

境規制は比較的遅れていた。IMO による SOx 規制以前には、各国又は各地域が独自の船

舶に対する大気汚染防止策を講じていた。 

IMOによる国際環境基準は、今後も段階的に強化される予定である。舶用エンジンメー

カーによる研究開発の現在の焦点は、2016年に発効予定の NOx排出に関する第 3次規制

への対応である。 

また、これまで注目されてきた NOx、SOx、煤煙以外に、粒子状物質等にも規制適用範

囲を広げ、さらにはエネルギー効率と関連し、環境温暖化の原因となる CO2削減も焦点と

なろう。昨年７月には IMO において、国際海運における世界初の二酸化炭素排出規制の

導入が採択されたところである。 

 以下にエンジンからの排出ガスの主要汚染物質の概要と、IMO及び欧州の規制動向を概

説する。 

－ 1 －
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1.2 排出ガスの主要汚染物質 

 

 舶用ディーゼルエンジンからの排出ガスの成分は、主に窒素、酸素、二酸化炭素及び水

蒸気並びに少量の一酸化炭素、窒素酸化物、硫黄酸化物、未燃炭化水素及び粒子状物質で

ある。排出ガス中の有害ガス含有率は、燃料の硫黄含有量・温度、エンジンの種類、回転

数、運転効率及びメンテナンスの度合い等の要因によって異なるが、体積比で総排出ガス

の 0.25～0.4％であると見積もられている。 

 

1.2.1 二酸化炭素（CO2） 

 

エンジン燃焼室に入った炭素は、ほとんど全てが酸化して二酸化炭素（CO2）となるた

め、CO2の発生は、燃料消費量と燃料中の炭素含有率に比例する。また、その化学的特性

により、他の排出ガスのような後処理や船上保管はほぼ不可能である。このため、燃料消

費量の削減とエンジン効率の向上が CO2の削減に最も有効な手段である。 

CO2そのものには毒性はないが、CO2は地球温暖化の原因となる温室効果ガスの主成分

である。CO2排出量は、、NOx その他の排出ガス削減策によりエネルギー効率が悪化し燃

料消費量が増大することにより、増加することが問題（トレードオフの問題）となってい

る。 

CO2排出量は燃料 1トン当たり約 3,100～3,200kg、平均 3,170kg/tと見積もられている。

また、発電能力で見た場合の CO2排出量は、660g/kwhである。1 

最近のディーゼルエンジンのエネルギー効率は 50％近くに向上しており、これ以上の改

善余地は少ないため、新たな手段を開発する必要がある。 

 CO2削減手段としては、エネルギー効率の高い船型と推進手段の採用、エンジンを省エ

ネルギーモードで稼動すること、常に最高効率で稼動するディーゼル電気推進の採用、デ

ィーゼルと蒸気タービンの組合せ等が考えられる。また、蒸気噴射ディーゼル（STID）エ

ンジンも、新たな CO2削減手段となることが期待されている。 

燃料油の種類も温室効果ガスの発生に影響する。重油よりも炭素含有量の少ない精製油、

又は LPG や天然ガスの使用も CO2削減に効果があろう。また、植物油、木質燃料、アル

コール等の再生可能燃料の利用も検討されている。Wärtsiläは、数年前に木質廃材燃料を

使用可能なディーゼルエンジンの研究開発を行っている。 

CO2 の環境への影響は、世界的な関心事となっている。海運は世界の CO2 排出量の約

3.3％2を排出しており、今後の規制動向が注目される。CO2 削減手段としては、上記の省

エネエンジン開発等以外にも、船隊の効率的な運航、航路の最適化、エネルギー管理など

の分野で CO2削減に寄与することが可能である。 

 

 

                                                 
1 Couple Systems GmbH 
2 Couple Systems GmbH 

－ 2 －
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1.2.2 硫黄酸化物（SOx） 

 

エンジンの燃焼過程で硫黄が酸化し、主に二酸化硫黄（SO2）及び三酸化硫黄（SO3）

が発生するが、それらを総称して硫黄酸化物（SOx）という。SOx排出量は、主に燃料中

の硫黄含有量に比例する。SOxは、自然（酸性雨）と人体（気管支炎、喘息等）に悪影響

を及ぼす物質である。 

ディーゼル排気に含まれる SOxは腐食性で、その一部はエンジン中の潤滑油により中和

される。しかしながら、大気中に排出された SOxは硫酸（H2SO4）の水分と結合し、酸性

雨の原因となる。排出された SOx は、沈下する前に何百キロも移動する特性があるため、

国境を越えた国際的な環境問題となっている。湖や河川に沈下した硫黄分は、水及び土壌

の酸性化を引起す。 

SOxの排出量は燃料中の硫黄含有量により決定され、燃焼プロセスの改良で対応するこ

とは困難である。現在、舶用ディーゼルエンジンに使用されている燃料油の平均硫黄含有

率は 2.7％（27,000ppm）である。 

 硫黄含有率は原油の種類によって異なり、原油中の炭化水素と化学的に結合している。

その結合力は強く、硫黄を炭化水素から分離することは困難な作業である。 

大気の酸性化や酸性雨の原因となる SOxの排出量も、主に燃料の硫黄含有率によって決

定される。燃焼過程において、燃料中の硫黄が酸化し、15:1 の割合で二酸化硫黄（SO2）

及び三酸化硫黄（SO3）を形成する。SO3 は直ちに水と反応して硫酸（H2SO4）を形成す

るため、SOx排出量の研究には通常 SO2が用いられる。 

 SOx はエンジンやボイラー等の燃焼機関から排出され、排出量はエンジンのデザイン、

稼働状況、燃焼条件に関わらず、使用燃料中の硫黄含有量により決定される。SOxと同様

に、CO2の大部分も燃料の燃焼により発生し、ディーゼルエンジンの排出ガスの約 6％を

占める。 

 

 

－ 3 －



 4

1.2.3 窒素酸化物（NOx） 

 

 これまでの国際的、地域的な大気汚染防止の第一のターゲットは、ディーゼルサイクル

の特性である窒素酸化物（NOx）であった。NOxは、主にエンジンの燃焼過程で発生する

が、一部は使用燃料中に含まれる窒素から発生する。大気中に排出された NOx は、動植

物体系に大きな影響を及ぼし、光化学スモッグ、酸性雨及びオゾン層破壊の原因ともなる。

NOxに関しては、MARPOL条約附属書 VI（Annex VI）で規制されている。 

 NOx排出量の削減は、エンジンの内部構造改良、使用燃料の改良等の措置により実現さ

れるが、これに加えて二次的、外部的な措置も有効である。競争の激しい海事産業では、

運転効率や機器の信頼性を損なうことのないNOx削減技術の開発と市場化を進めている。

コスト削減も大きな課題である。 

 3-D技術、CFD分析、測定技術の進歩により、エンジンの内燃過程の詳細が解明されて

きた。ガス・エクスチェンジ、燃料噴射、空気混合、着火過程等に関する新たな情報は、

種類の異なる燃料を使用した場合の燃焼特性の違いや、NOx、煤煙形成の過程の解明に役

立っている。 

ディーゼルエンジンから排出される NOxは、95％が一酸化窒素（NO）、5％が二酸化窒

素（NO2）で、排出量は燃焼温度と酸素量の影響を強く受ける。特に温度と酸素密度のピ

ーク時の発生が多いため、燃焼時間の長い 2 ストローク低速エンジンの方が、4 ストロー

ク中速・高速エンジンよりも一般的に NOx発生量が多くなる。 

NOx排出量は、エンジンの種類、負荷、使用燃料により決定され、一般的には、低速エ

ンジンからの NOx 排出量は 87kg／トン、中高速エンジンからの排出量は 57kg／トン程

度とされている。 

NOx排出量の削減には、エンジンシリンダー内での発生を抑える一次方式、又は発生し

た NOx を外部的に取り除く二次方式（後処理）が考えられる。代替燃料の使用に関して

は、近年ノルウェー政府及びノルウェー船級協会（DNV）をはじめとする各国船級協会が

LNG燃料の利用を促進しており、主に北欧において実用化が進んでいる。 

 

－ 4 －
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1.2.4 粒子状物質（PM） 

 

 PM は、大気中に含まれる固体又は液状の微粒子で、発生源は様々であるが、主に燃料

油、潤滑油等の不完全燃料により分離した炭化水素、煤塵、水分等から発生する。PM の

大部分は煤、即ち無機炭素粒子で、排気ガスの可視成分である。 

PM は 2.5 µm を境に粒子と微粒子に分けられており、また直接大気中に排出される一

次粒子と大気中の化学反応によって発生する二次粒子に分けられている。 

一次粒子は主にエンジンの燃焼により発生し、炭素、炭化水素、金属酸化物その他の固

形物質が含まれる。また、二次的に発生したエアロゾル、再凝縮した低揮発性の金属成分

等の微粒子も含まれる。二次粒子は、有害ガス（二酸化硫黄、酸化窒素、アンモニア）の

反応により発生したアンモニア性の硫黄と窒素である。 

PM は、エンジンの排気ガス成分の僅か 0.003％に過ぎないとされている。煤は固形の

炭素粒子で、呼吸器や目を刺激する有害物質である。煤粒子は水性炭化水素蓄積の原因と

なり、また発癌性の成分が含まれている。船舶からの PMのほとんどは、陸地から 400km

以内に排出されており、船舶からの排出削減が大きな課題となっている。 

しかしながら、その複雑さと多様性により、船舶からの PMを正確に測定することは困

難であるため、現時点における PM発生に関連する規制は IMOと EU（欧州連合）による

燃料油の硫黄含有量削減による規制のみとなっている。しかも低硫黄燃料でディーゼルエ

ンジンを駆動するためには潤滑油が多く必要となるため、PM の発生が増加する恐れがあ

り、この点も対処すべき課題となっている。 

 Lloyds Registerの研究（1995年）では、残査燃料油（重油の基材）1トンの燃焼につ

き 7.6kg、同じく MGO1トンの燃焼につき 1.2kgの PMが発生するとしている。一方、IMO

の船舶による温室効果ガスの排出に関する研究では、燃料油 1 トンからは 6.7kg、MDO1

トンからは 1.1kgの PMが排出されるとしている。 

 

－ 5 －
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1.2.5 煤煙 

 

煤煙はその可視性から、地域的環境規制に含まれる場合が多くなっている。煤煙の削減

と除去は、エンジン開発の焦点のひとつとなっており、エンジンの競争力を決定する要因

ともなっている。 

 黒煙と青煙は、通常不完全燃焼と酸素不足により発生する。また、白煙は燃料油中の水

分と低いシリンダー温度が発生原因となる。このため、煤煙の発生は使用燃料の質に左右

される。舶用エンジンの場合、エンジン始動時や急激な負荷変動時の空気不足による不完

全燃焼及び燃焼室の着火が、煤煙の主な発生原因である。 

 船舶の煙突から立ち上る黒煙は、目で容易に見える有害排出物質であるため、船主・船

社は、自社船舶の環境性に加えて、自社と海運業のイメージ向上のためにも、エンジンか

らの煤煙の削減を求める傾向にある。 

 

1.2.6 炭化水素（HC） 

 

ディーゼルエンジンからの発生は少ないが、悪臭を持ち、スモッグや気管支炎の原因と

なる炭化水素（HC）には、発癌性があると考えられている。ディーゼルエンジンに使用

される燃料油には、様々な種類の HC が含まれている。HC は完全に燃焼されなかった燃

料油、潤滑油、気化燃料に含まれる。不完全燃焼は、シリンダー中心部より温度の低いシ

リンダー壁付近で発生することが多いため、燃焼効率が良く、メンテナンスが行き届いて

いるエンジンからの発生は少ない。HC排出に関しては、現時点では規制されていない。 

 

1.2.7 一酸化炭素（CO）  

 

一酸化炭素（CO）は、空気の不足による不完全燃焼や、二酸化炭素の分解により発生す

る。CO は無色でわずかな金属臭を持ち、高密度の場合は極めて毒性が強く、呼吸困難を

引き起こす。 

燃料中の気体比率が、CO形成に影響する。ディーゼル機関の燃料中の気体比率は高く、

CO の発生も最小限に抑えられている。しかしながら、不完全燃焼により CO が発生する

可能性もある。よって、HC の場合と同様に、燃焼効率が良く、メンテナンスが良いエン

ジンからの発生は少ない。COに関しても、現時点では規制はない。 
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1.3 排出ガスの規制動向 

 

1.3.1 概要 

 

 2005年 5月の MARPOL条約附属書 VIの発効は、陸上と比べ比較的対応が遅れていた

海事分野における大気環境保全への重要な第一歩となった。同附属書の NOx規定は 2000

年 1月 1日以降に設置されたエンジンに適用され、規制は段階的に厳格化される。現在の

焦点は、2016年発効予定の NOx第三次規制である。 

 一方、欧州、特に環境保全意識の高い北欧では、附属書 VI の発効に先駆け、各国や自

治体の規制当局は、独自の大気環境保全策をとってきた。エンジンや使用燃料油に対する

規制強化や課税だけではなく、環境性の高い船舶に対する航路税や港湾税の優遇、NOx削

減装置搭載への補助金制度等、新たな方策が注目されている。 

2010~2020 年に発効及び発効が予定されている排ガス規制及びその対応策の概要を以

下に示す。 

 

表：舶用エンジンの排ガス（NOx、SOx）に関する新たな排ガス規制の概要 

（2010～2020 年） 

発効年月日 条約等 

(対象ガス) 

内容 基準策定 規 制 エ

リア 

対象船 影響 運航者の対応 

2010年 1月

1日 

2005/33/EC 

(SOx) 

EU 港湾に停泊

中、及び EU 内

の内水域では硫

黄分 0.1%以下の

燃料油を使用。

EU（欧州

連合） 

EU 現 存

船、新

造船 

機器の調整。 

運航コストの上

昇。 

①停泊時、内陸

水路では硫黄分

0.1%以下の燃

料を使用。 

②LNG 燃料を

使用。 

2010年 7月

1日 

IMO Annex 

VI 

(SOx) 

ECA（排出規制

海域）では硫黄

分 1%以下の燃

料油を使用。 

IMO ECA 現 存

船、新

造船 

機器の調整。 

排ガス後処理装

置の設置。 

運航コストの上

昇。 

①硫黄分 1%以

下の燃料を使

用。 

②硫黄分 1%以

上の燃料とスク

ラバーを使用。

③LNG 燃料を

使用。 

2011年 1月

1日 

IMO Annex 

VI 

(NOx) 

Tier II規制 

（NOx 排出量を

現行の Tier I レ

ベルから約 20%

削減） 

IMO 全世界 新造船 特殊エンジン、

又は排ガス処理

装置の設置。 

運航コストの上昇。 

投資コストの上昇。 

①低NOx排出エ

ンジンを使用。

②既存エンジン

に SCR、EGR、

HAM等の排ガス

処理装置を設置。
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③LNG 燃料を

使用。 

2012年 1月

1日 

IMO Annex 

VI 

(SOx) 

燃料油の硫黄分

を 3.5%以下に削

減。2020年まで

に段階的に 0.5%

まで引き下げる

予定。 

IMO 全世界 現 存

船、新

造船 

運航コストの上

昇。 

①2012 年まで

に硫黄分 3.5%

以下の燃料を使

用。 

②2020 年まで

に低硫黄燃料、

またはスクラバ

ーを使用。 

③LNG 燃料を

使用。 

2015年 1月

1日 

IMO Annex 

VI 

(SOx) 

ECA では硫黄分

0.1%以下の燃料

油を使用。 

IMO ECA 現 存

船、新

造船 

運航コストの上

昇。 

機器の調整又は

排ガス後処理装

置の設置。 

①硫黄分 0.1%

以下の燃料を使

用。 

②硫黄分 0.1%

以上の燃料とス

クラバーを使

用。 

③LNG 燃料を

使用。 

2016年 1月

1日 

IMO Annex 

VI 

(NOx) 

Tier III規制 

（ ECA で の

NOx 排出量を

Tier IIレベルか

ら約 75%削減）

IMO ECA 新造船 排ガス後処理装

置の設置又はエ

ンジン性能の大

幅向上。 

運航コストの上

昇。 

投資コストの上

昇。 

①SCR 等の排

ガス処理装置を

設置。 

②LNG 燃料を

使用。 

出所：DNV「Greener Shipping in the Baltic Sea」June 2010より作成。 
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1.3.2 IMO規制 

 

NOx 

 

IMO による NOx 排出に関する第一次規制（Tier I、2005 年発効）は、2000 年 1 月以

降に起工された 1 基当たりの出力が 130kW 以上の舶用ディーゼルエンジンを搭載する新

造船に適用されている。定格エンジン回転数（n）に応じた NOx排出量上限は以下の通り

である。  

NOx第一次規制（Tier I） 

①nが 130rpm未満の場合：17.0 g/kWh 

②nが 130rpm以上 2,000rpm未満の場合：45 • n-0.2 g/kWh  

③nが 2,000rpm以上の場合：9.8 g/kWh  

 

2008年には排出基準を強化する第二次規制（Tier II、2011年発効）、及び ECA（排出

規制海域）のみに適応されるさらに厳しい第三次規制（Tier III、2016年発効予定）が合

意された。また、2000 年以前に建造された船舶に対しても Tier I 規制を適用することを

決定した。 

NOx第二次規制（Tier II、2011年発効） 

①nが 130rpm未満の場合：14.4 g/kWh 

②nが 130rpm以上 2,000rpm未満の場合：45 • n-0.23 g/kWh  

③nが 2,000rpm以上の場合：7.7 g/kWh  

 

NOx第三次規制（Tier III、2016年発効予定） 

①nが 130rpm未満の場合：3.4 g/kWh 

②nが 130rpm以上 2,000rpm未満の場合：9 • n-0.2 g/kWh  

③nが 2,000rpm以上の場合：2.0 g/kWh  

 

IMO の指定する排出規制海域（ECA）のみに適応される第三次規制では、NOx 排出量

を第一次規制よりも約 75~80%削減する必要がある。現時点における第三次規制への適応

方法としては、SCR等の排ガス後処理装置の設置、又は LNG燃料の使用が有効なオプシ

ョンであると考えられている。 

 

SOx 

 

SOx 排出に関しては、NOx 規制とは別に、下図のように燃料中の硫黄分含有率を段階

的に削減する規制が制定されている。 
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図：SOx排出量規制（燃料中の硫黄含有量） 

（出所）Lloyd’s Register 

 

 MARPOL条約附属書Ⅵにおける 2006年 5月に発効した SOxに関する規定では、エン

ジン出力 130kW以上の全船舶の燃料中の硫黄含有率について、上限値を 5％から 4.5％に

引き下げた。さらに、指定された海域（ECA：排出制限海域）では、硫黄含有率 1.5%以

下という厳しい基準が適用された。SOx 排出に関する同規定は、ECA であるバルト海で

は 2006年 5月、北海及びイギリス海峡では 2007年 11月にそれぞれ発効した。 

 MARPOL条約附属書Ⅵは 2008年に改正され、硫黄含有率上限は 2012年 1月より 4.5％

から 3％に引き下げられ、2020 年までに段階的に 0.5％に引き下げられる予定である。ま

た、ECAでは 2015年までに 0.1％に引き下げられる予定である。 

通常よりもより厳しい環境基準が適応される ECAは、MARPOL附属書Ⅵ締結国の提案

により、IMOが指定する特別海域である。ECAは、SOx及び PM、又は NOx、又はその

全部の組み合わせに関して特別な規制が適用される。 

現在、ECAに指定されている海域は以下 3海域である。（注：SOx排出量のみが規制さ

れているバルト海、北海は「SECA」と称されることもある。） 

 

バルト海：SOx規制、1997年指定、2005年発効 

北海（イギリス海峡を含む）：SOx規制、2005年指定、2006年発効 

北米（北米、ハワイ沖 200海里）：SOx及び NOx規制、2010年指定、2012年発効 

 

バルト海域では、沿岸国政府がバルト海海洋環境委員会（HELCOM）を通じ、SOx だ

けではなく NOx規制も含めることを IMOに提案しており、今後さらなる規制強化が予想

される。 
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 IMOは、環境規制の厳しい ECAにおける SOx排出量削減方法のオプションとして、硫

黄含有率 1.5％以下の燃料を使用する代わりに、SOx 排出量を 6g/kWh に削減する承認さ

れた排出ガス除去システムの使用を認めている。 

 2005年 7月、IMO MEPCは、舶用 SOx除去システムに関する技術ガイドラインを採

択した。これは、SOx除去技術を用いた製品の型式承認のためのガイドラインとなるもの

である。 

 

CO2 

 

2011年 7月、IMO MEPCは、国際海運からの CO2排出規制導入に関する条約改正を採択

した。本条約改正により、「2013年以降に建造される船舶に対する船舶の CO2排出指標の

導入とこれに基づく CO2排出規制の実施」と「省エネ運航計画の作成の義務付け」が実施

されることとなっている。こうした対策により、何らの対策も講じない場合と比べ、2030

年には約 20%、2050 年には約 35%の CO2 排出量の削減が期待されている。また、IMO

では、更なるエネルギー効率改善を促進するため、燃料油課金制度や排出量取引等の経済

的枠組みについても審議を行っているところである。 

 

その他 

 

 MARPOL条約附属書Ⅵでは、ハロン、フロン（chlorofluorocarbon：CFC）等のオゾン

層破壊物質の故意の排出を禁止している。オゾン層破壊物質を排出する機器の新造船への

搭載は禁止されているが、代替フロン（hydro-chlorofluorocarbon：HCFC）を排出する

機器の搭載は、2020年 1月 1日まで認められている。 

 2010 年 7 月からは、船舶はオゾン層破壊物質を含む機器の記録を保持し、またオゾン

層破壊活動の記録を保持する義務がある。3 

 船舶からの煤煙に関しては、世界的な規制はないが、既に米国や北欧その他で地域的な

基準が制定されており、様々なエンジンの開発と改良を促進してきた。特に、クルーズ客

船、フェリー等、特定航路と港湾を定期利用する船舶の船主による煤煙削減技術へのニー

ズは高い。 

 また、舶用機器からの排出ガスで見落とされがちな分野は、クランクケース・ガスであ

る。このため、海洋汚染の原因のひとつとして、今後クランクケース・ガスにも焦点が当

たると予想される。 

                                                 
3http://ec.europa.eu/dgs/jrc/downloads/jrc_reference_report_2010_11_ships_emissions.
pdf, pp. 34-35 

－ 11 －



 12

1.3.3 欧州独自の規制と方策 

 

MARPOL条約附属書 VIの発効に先駆け、欧州連合（EU）、各国や自治体の規制当局は、

独自の環境規制と海洋環境保全策をとってきた。北ヨーロッパ諸国では、既に環境保全を

目指した特別課税制度を打ち出している港湾もある。中でもスウェーデンの港湾の環境保

全策と航路税及びノルウェーの NOx税と NOxファンドは、他国、他地域への参考となる

ものであろう。 

 

NOx 

 

産業や自動車からの NOx排出量の規制を進めてきた欧州でも、NOx排出量全体の 25%

以上が起因するとされている舶用エンジンに対する規制は比較的遅れていた。欧州海域内

の海上輸送量は、2000~2020年に約 40%増加すると予想されており、追加的な対策を講じ

ない場合には、2020年には船舶からの NOx排出量は EU27カ国の陸上ベースの NOx 排

出量に相当、又は上回る可能性が指摘されている4。特に地理的に閉鎖された海域であるバ

ルト海の沿岸地域は排ガスの影響を受けやすく、その対応が急務となっている。 

SCR（Selective Catalytic Reduction：選択触媒還元）、HAM（Humid Air Motor：吸

気加湿装置）、EGR（Exhaust Gas Recirculation：排気再循環）等の NOx削減新技術は、

ECAに指定されている環境規制の厳しいバルト海、北海を航行する現存船及び新造船に既

に搭載されている場合が多い。また、北欧、特にノルウェーでは、定期フェリーを中心に

LNGを燃料とするエンジンを搭載したガス燃料船の利用も進んでいる。 

また、既に SCR 装置を設置していても、SCR 装置の使用が義務化されていない海域で

は、コストの問題から使用していない船舶もある。一方では、北欧の大手製紙会社等、環

境に優しい企業イメージを重視している企業の中には、自社製品の輸送には SCR 装置を

搭載した貨物船しか利用しないという方針を強くアピールしている企業もある。 

北欧海域における SCR 装置の普及をより促進させるため、スウェーデンでは航路税の

割引、ノルウェーでは NOx排出税と NOx削減装置設置への補助を組み合わせた方策を実

施し、大きな効果を上げている。 

 

SOx 

 

欧州連合（EU）は、既存の IMO規制に加え、船舶による排出ガスに関する独自規制を

設けている。IMOの ECA特別規制の発効とともに、欧州海域は厳しい SOx規制が適用さ

れる世界初の国際海域となった。 

 

                                                 
4 http://www.airclim.org/reports/apc24.pdf、Briefing: Reducing NOx Emissions from 

Shipping, November 2009, transportenvironment.com pdf 
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2005 年には、舶用燃料の硫黄含有率に関する EU 指令が既に発効しているが、ECA で

の規制発効時期に関しては IMOと異なっており、硫黄含有率の 1.5％上限は、バルト海で

は 2006年 8月、北海、イギリス海峡では 2007年 8月にそれぞれ発効した。 

さらに、EUは上記規制をEU域内の港間を航行する全旅客船に適応することを決定し、

その発効時期は当初予定されていた 2007 年 7 月から 2006 年 5 月に繰り上げられた。し

かしながら、EU 外部海域であるアゾレス諸島、マデイラ島、カナリア諸島、フランスの

海外県に関しては、3％規制が適用された。 

続いて EUは、2010年 1月には、EU域内の港に 2時間以上停泊する船舶及び EU内陸

水域を航行する船舶に対し、硫黄含有率の上限を 0.1％に制限した。当初 EUは 2008年 1

月の規制発効を計画していたが、技術的な適用準備期間の必要性を考慮し、発効を 2年間

遅らせることを決定していた。 

 このような状況下、船舶運航会社は、新規制への長期的対応策を決定する必要に迫られ

ている。 

 2005年 7月、IMO MEPCは、舶用 SOx除去システムに関する技術ガイドラインを採

択した。これは、新 SOx除去技術を用いた製品の型式承認のためのガイドラインとなるも

のである。本ガイドラインでは、規制上限となる 6.0gk/Wh という値は、船舶に対するも

ので、各内燃機関に対するものではないことが確認されている。 

EUも IMOと同様の立場をとっている。EUの海洋硫黄指令（MSD）では、船舶からの

SOx 排出量削減が硫黄含有率 1.5％の燃料を使用した場合と同じ結果を達成できることを

条件に、型式承認済みの SOx除去装置の使用を認めている。 

 

バルト海域の現状 

 

特に環境意識の高い北欧、バルト海諸国では、近年海洋環境の悪化と船舶からの排出ガ

ス規制の遅れが問題となっており、各国政府、地方自治体、バルト海海洋環境委員会

（HELCOM）等が、IMOに規制強化を働きかけると同時に、地域的な独自の環境規制強

化を進めている。 

2008 年のバルト海域の海上輸送量は 8 億 2,200 万トンで、全世界の貿易量の約 11%を

占めている。バルト海域では常時 2,000隻以上の船舶が航行しており、世界でも船舶航行

密度の非常に高い海域となっている。輸送量の 58%はバルト海地域外への輸出で、ロシア

のサンクトペテルブルク、プリモルスク等の原油輸出港がその貿易量の多くを占める。33%

は輸入で、バルト海沿岸の様々な港湾が担っている。9%はバルト海域内の輸送である。5 

バルト海を航行する船舶の 40%以上は一般貨物船で、多くの場合バルト海域又は欧州北

部を活動域としている。その他の船種では、石油ケミカルタンカー、ばら積み船、フェリ

ー等が多い。その船齢範囲は新造船から 40年以上の船舶まで幅広く、今後 10年間に 25%

程度が代替されると予想されている。 

2008年のバルト海域の船舶からのガス排出量は、SOxが 135,000トン、NOxが 393,000

トン、CO2が 1,890 万トンである。この NOx 排出量は、スウェーデンとデンマーク両国

                                                 
5 DNV「Greener Shipping in the Baltic Sea」June 2010 
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の陸上からの NOx排出量合計に匹敵し、また SOx排出量は同じく 2倍であり、問題の深

刻さが指摘されている。 

また、旅客・貨物フェリー（ROPAX）は隻数ではバルト海域の全船種の 5%に過ぎない

が、定期運航やシャトル運航を行っている船舶が多く、船舶からの排ガス量の 27%を占め

ている。このため、バルト海諸国では、近年定期航行フェリーへの特別規制を強化してい

る。 

一方、隻数では多数を占める一般貨物船及び石油ケミカルタンカーからの排出ガスは、

それぞれ全体の 14%と 7%に止まっている。 

バルト海は、現在 IMOの SOx特別排出海域（ECA）に指定されており、既に硫黄含有

率 1%以下の低硫黄分燃料の使用が義務付けられている。また、ロシア以外のバルト海諸

国が加盟する欧州連合（EU）による EU域内の独自規制により、EU域内の港湾に停泊時

又は EU域内の内陸水路航行時には、さらに厳しい硫黄含有量 0.1%以下の燃料を使用しな

ければならない。 

さらに、ECAのみに適用される IMOの第三次規制により、2016年 NOx排出量を第二

次規制レベルよりも約８割削減する必要がある。バルト海は、環境規制とその対策の有効

性を調査するうえで、モデルとなる海域である。 

 

スウェーデン：航路税による差別化 

 

 スウェーデン沿岸を航行する船舶の NOx 総排出量は、陸上産業や陸上輸送機関と比較

して大きく、人口の少ない同国にとっては環境への影響が深刻であると考えられている。 

スウェーデン海事局は、スウェーデン国内の港湾を使用する船舶に対し課される既存の

航路税（fairway due）に、2008年 4月 1日より、船舶の環境性能により差別化された税

制を導入した。6 

航路税は、船舶の総トン数、船種及びスウェーデン国内で取り扱われる貨物の重量によ

って決定される。新制度では、さらに、総トン数に対する税率を、使用燃料中の硫黄分及

び NOx排出量により、細かく差別化する。 

例えば、硫黄分が 0.5~1.0%の低硫黄燃料を使用するフェリーその他の船舶には、他の船

舶よりも低い税率が適用される。また、0.2%以下の燃料を使用する船舶には、硫黄追加税

が免除される。 

さらに、NOx削減装置を設置した船舶に対しては、その NOx削減量に応じてトン数ベ

ースの航路税が段階的に割引される7。割引が適用されるには、NOx 排出量が 10 g/kWh

以下でなければならない。8 

航路税への環境基準導入は重要な動きではあるが、航路税は航路・水路整備、砕氷作業、

救助活動、調査等のスウェーデン海事局の活動に対する主たる財源であるため、収入確保

のために割引率は比較的低く抑えられている。このため、後述のノルウェーNOxファンド

                                                 
6 http://www.sjofartsverket.se/en/About-us/Dues--Fees/Fairway-Dues/ 
7http://www.sjofartsverket.se/upload/Listade-dokument/Rapporter_Remisser/EN/2007/
EmissionTradingS-N-O.pdf p.26 
8 http://www.sjofartsverket.se/pages/1615/Fairway%20dues.pdf 
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と比べた場合、船主の新環境技術導入へのインセンティブとしてはやや魅力に欠けるもの

となっている。9 

 

ヘルシンボリ（スウェーデン）：SCR搭載義務 

 

地域的規制としては、スウェーデンの Helsingborg（ヘルシンボリ）では、スウェーデ

ン－デンマーク間の Öresund 海峡が最も狭くなる海域であるヘルシンボリと対岸デンマ

ーク Helsingør（ヘルシンエーア）間を定期航行するフェリーに対し、NOx削減のための

SCR装置の設置を義務付けている。10 

ヘルシンボリはスウェーデン最大の旅客数を誇る港で、年間 1,100万人以上の旅客を取

扱っている。うち 96.6%を占めるのは、大小のフェリー運航会社 3 社（Scandlines、

HH-Ferries、Sundsbussarna）の旅客である。3社は、通常 7隻のフェリーで 1日 24時

間運航を行っており、年間の発着便数は 45,000 便以上に上る。SCR を設置しない場合、

これら 7 隻のフェリーは年間約 290トンの NOx を排出しており、スウェーデンの大気環

境基準に違反しているとヘルシンボリ環境局は主張した。 

2000 年、ヘルシンボリ環境局はこれら 3 船社に対し、同航路で定期運航を行うフェリ

ーの全ての主機及び補機に SCR 装置を設置することを命じた。設置期限は、Scandlines

社と HH-Ferries社が 2001年 5月、Sundsbussarnaが 2002年 5月と定められた。また、

1 隻当たりの違反金を、Scandlines 社が 5 百万 SEK（スウェーデン・クローナ11、6,000

万円）、HH-Ferries社が 3百万 SEK（3,000万円）、Sundsbussarnaが 50万 SEK（600

万円）とした。 

この決定を不服とする 3船社側は、①ヘルシンボリ環境局にこのような規制を義務化す

る権限はない、②3 社は MARPOL 条約による基準を順守している、③7 隻のうち 4 隻は

デンマーク船籍である、として提訴したが、2006 年 5 月にヘルシンボリ環境局が最終的

に勝利を収め、SCR設置が義務化された。 

ヘルシンボリ環境局は、定期運航フェリー7隻の SCR装置設置により、ヘルシンボリ港

近隣地域では年間 230トン、約 80%の NOx削減になるとしている。もちろん、対岸のデ

ンマークのヘルシンエーアでも同様の恩恵がある。 

一方、SCR装置を設置した船社にとってのメリットは、ヘルシンボリ港の港湾税の割引

である。船舶によって異なるレートが定められているが、2006年以降、港湾税は NOx排

出量に応じて段階的に引き下げられる。例えば、NOx排出量が 0.51~1 g/kWhの場合、2007

年の港湾税は 2005年時点の約半分となる。12 

 

 

                                                 
9http://www.sjofartsverket.se/upload/Listade-dokument/Rapporter_Remisser/EN/2007/

EmissionTradingS-N-O.pdf  pp.75-76 
10http://www.kimointernational.org/Portals/0/Files/Peter%20Jupen%20KIMO-konfere
ns%20kortare%20version.ppt1.pdf 
11 2012年 3月 6日現在 1SEK＝12.0円 
12 Scandlines資料 

－ 15 －



 16

ノルウェー： NOx排出税と NOx ファンド 

 

一方、複雑で長い海岸線を持つ隣国ノルウェーにとっても状況は同様で、海上輸送機関

による NOx排出量は全体の 35％、CO2排出量は 10％に上るとされている。ノルウェーの

トン数税制は、当該船舶の環境パフォーマンスも考慮されている。同国では、近年 LNG

を燃料とする近距離フェリー、オフショア支援船、沿岸ガスタンカーが次々に就航してお

り、環境に優しい動力機関への投資が盛んである。 

また、船舶を対象とした新たな環境税として、2007 年 1 月 1 日、ノルウェー政府は、

出力 750kW以上の舶用エンジンに対し、NOx排出量 1kg当たり NOK 15（ノルウェー・

クローネ13、約 214円、€1,765/tonに相当）の課税を導入した。 

同時に、対抗策として、多くのノルウェー企業・組織が連合し、NOx排出税を NOK 4/kg

（約 57 円、€470/ton に相当）に引き下げ、NOx 削減を目指した基金である「Business 

Sector’s NOx Fund」（通称 NOxファンド）設立に関する合意（環境合意）案を打ち出し、

2008年 5月にノルウェー環境省と締結した。 

NOxファンドを通じ、続く 3年間に年間 6億クローネ（85億 8,000万円）が NOx削減

プロジェクトに投資されることとなった。NOx ファンドは、SCR、EGR 等の排ガス後処

理装置の設置等のコスト効率の高いプロジェクトに対し、プロジェクトコストの最大 75%

までを出資する。また、NOx ファンドは、SCR 装置用の尿素水等のオペレーションコス

トにも補助を行う。補助率は以下の通りである。14 

� 2009~2010 年に申請し、2011 年末までに実施されたプロジェクトには最大 75%、

NOx削減量 1kgに対し最大 100クローナ（1,430円）までの補助を行う。 

� 2009年 3月末までに実施されたプロジェクトには最大 90%、NOx削減量 1kgに対

し最大 180クローナ（2,574円）までの補助を行う。 

� 2008年末までに申請し、2011年末までに実施されたプロジェクトには最大 80%、

NOx削減量 1kgに対し最大 180クローナ（2,574円）までの補助を行う。 

� 2006 年 5 月 12 日~2007 年末までに実施されたプロジェクトには最大 80%、NOx

削減量 1kgに対し最大 50クローナ（715円）までの補助を行う。 

� 燃料をガスとするガス焚き船舶への改造コストの最大 75%、NOx 削減量 1kg に対

し最大 150クローナ（2,145円）までの補助を行う。 

 

ノルウェー籍、外国籍に関わらず、ノルウェーの NOx 排出税を課税されているあらゆ

る企業が環境合意に参加することができ、自社の NOx削減プロジェクトに NOxファンド

からの補助を申請することができる。 

 

 

 

 

                                                 
13 2012年 3月 6日現在、NOK1＝14.3円 
14 http://www.nho.no/support-from-the-fund/category479.html 
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NOx ファンドからの補助金交付の対象となるのは以下のコストである。なお、NOx 削

減装置の設置中の収入損失は補助対象となるコストに含まれない。 

� 機器購入コスト 

� 改造コスト 

� NOx削減措置の実施前及び実施後の NOx計測コスト 

 

比較的新しく、実船稼働データの少ない NOx 後処理技術である SCR、EGR、HAM シ

ステム設置プロジェクトに関しては、装置の定期運転状況を 3カ月以上モニターし、効果

を確かめた後、補助金全額を交付することを、ノルウェー政府が保証している。これは新

システムのフルスケール運転状態における変動を監視することが目的である。 

このため、SCR、EGR、HAMシステムは設置時に補助金の 50%、3カ月の通常運転後

に残りの 50%が交付される。NOxファンドは、さらにその後の 3カ月の運転状況により、

通常運転状況を評価するオプションも提示している。 

SCR、EGR、HAM システム設置者は、システム設置後に NOx ファンドに提出する自

己申告書に加え、通常運転を行った 3カ月後に追加報告書を提出する義務がある。 

上記の初期投資への補助金に加え、NOx税対象海域で消費された SCR装置用尿素水等

のオペレーションコスト（3カ月以上の作動の証明が必要。延長可能。）も補助金交付の対

象となる。例えば、尿素水（濃度 40%）コストへの補助は最大 90%で、補助率は 6か月毎

に見直される。 

NOx 削減プロジェクトに関する NOx ファンドへの補助申請の処理は、DNV が実施し

ている。DNV は、プロジェクトの優先順位を決定し、最もコスト効率の高い基金運用法

を NOxファンド当局にアドバイスする。15 

NOx ファンド設立の環境合意により、以下のように 3 年間で 30,000 トンの NOx 削減

が義務付けられた。 

2008年及び 2009年の NOx削減目標は既に達成されている。2010年 3月、DNVは 2008

年 1 月 1 日~2009 年 3 月末の NOx 削減量は 6,221 トンで、目標を上回る 103%減であっ

たと発表した。この削減量は、同時期に実施が予定されていた 216のプロジェクト中 139

のプロジェクトからの結果である。2006~2007 年にも目標値を超えた 1,000 トン以上の

NOxが削減された。現在申請されているプロジェクトが全て 2011年末までに実施された

場合、環境合意の NOx削減目標は達成される見込みとなっている。16 

上述したように、ノルウェーの NOx 税と NOx ファンドは、短期間で SCR システムの

普及に大きな成功を収めている。これは近年の SCR メーカー各社のノルウェー船舶への

SCR 装置納入実績から見ても明らかである。NOx ファンドは今後も継続が予定されてい

るが、当初の実施期間は 2010年までの 3年間であったことも、駆け込み需要的な SCR設

置を加速したと考えられる。 

 

 

                                                 
15 http://www.nho.no/the-nox-fund/category477.html 
16 http://www.nho.no/emission-obligation/category609.html 
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今後、ノルウェーの NOx排出税と NOxファンドの組み合わせのようなユニークな政策

が、バルト海、北海沿岸国で地域別、国別又は海域全体で採用される可能性もある。フィ

ンランドでも、海洋環境保全を目的とした経済的インセンティブの導入が計画されており、

北欧海域の海洋環境規制は一層強化される方向にある。 

課税と補助金を組み合わせた場合、SCR 装置設置等の投資コストの回収が容易になり、

同時に環境保全にも役立つ強力なインセンティブとなる。バルト海全体に NOx 税が導入

された場合、NOx排出量は現在の 72%程度削減されるとの試算もなされている。17 

 

                                                 
17  Briefing: Reducing NOx Emissions from Shipping, November 2009, 

transportenvironment.com pdf 
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2. 排出ガス削減方法と技術 

 

2.1 概要 

 

 船舶からの排出ガスの量と質は、主にエンジンに関連する以下の要因によって決まる。 

① 使用燃料の質と量 

② エンジンの種類 

③ エンジンの燃焼効率 

④ エンジンと推進装置の組合せの種類と効率 

⑤ エンジンの稼働方法と負荷 

 

本調査で焦点を当てるエンジンからの排出ガス（NOx、SOx、CO2）の削減技術として

は、エンジン内部及び外部において使用される様々な技術が既に実用化又は開発中である。

しかしながら、有害ガスの種類によって化学的、物理的、機械的な性質が異なるため、そ

れぞれの技術が限定された機能を持ち、全ての排ガス問題を一度に解決するソリューショ

ンは存在しないと考えられている。 

エンジンから排出される有害ガス、主に NOx の処理技術の分類方法としては、大きく

分けて前処理、一次方式（エンジン内部での処理）、二次方式（後処理）の３つの方法があ

る。前処理は、主に燃料油の脱硝、代替燃料の利用、エンジン入室前の加水等の方法が考

えられる。一次方式は、主にエンジン燃焼方法の変更である。二次方式は、エンジン外部

に設置された専用装置によりエンジンから排出されたガスを処理する方法である。  

一次方式は、エンジン内部の技術的な改良により、燃焼効率を向上させ、燃料消費量を

削減することで、排出ガス量も削減する。主な技術は、コモンレール技術を利用した燃料

噴射の最適化、先進ターボ技術による燃焼効率の向上等である。その他エンジン稼動方法

の変更、燃焼過程の最適化、排ガス再循環（EGR）等がある。一次方式の NOx 除去率は

20～60％である。その主眼は、NOx 発生と関連するシリンダー温度を低下させることで

ある。 

燃料の噴射タイミングを遅らせるというシンプルな技術により、最大燃焼圧力が減少し、

温度が低下することにより、NOx 排出量が最大で 30％低下する。しかしながら、この方

法はエンジン効率を低下させ、結果的に燃料消費量が 5％程度増加するという欠点がある。 

また、噴射圧力の増加と噴射遅延等の他の方法を組み合わせた場合、10～30％の NOx

削減が可能である。圧縮率の増加のみでは、シリンダー圧力が増加し、シリンダー温度の

上昇により、NOx 発生量が増加するため、他の方法と組み合わせて使用する必要がある。

また、噴射ノズルの形状変更も、NOx削減に有効であることが証明されている。 

一次方式の諸技術は、MANやWärtsiläといった主要舶用エンジンメーカーが研究開発

を行い、既に実用化している。 

一次方式の問題点は、燃焼温度を上昇させることにより燃焼効率は向上するが、NOx排

出量も増加するということである。このトレードオフ問題の解決には、二次方式、即ち排

出ガスの後処理が最も効果的である。 
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近年特に注目され、研究開発と実用化が進んでいる排ガス後処理技術は、NOx後処理技

術である SCR及び SOx後処理技術であるスクラバーである。 

80～95％又はそれ以上の NOx除去が可能である SCRに関しては、北欧を中心に実用化

しており、既に数百基の NOx第三次規制を満たす SCRシステムが実船搭載され、稼働し

ている。スクラバーも製品化が始まっているが、開発中、実験段階のものも多く、実船搭

載されているのものは十数基に留まっている。また微粒子フィルターが、ヨット及びフェ

リーに利用されている例もある。18 

SCR システムのスペシャリスト企業は、DEC（旧 Munters）、Johnson Matthey（旧

Argillon）、H+H、Wärtsilä 等で、自社システムに加え、主要エンジンメーカーと提携し

ている場合が多い。 

スクラバーに関しては、Wärtsiläが Metsoと、MANが Couple Systemsとそれぞれ技

術提携を行い、技術開発と製品化を進めている。 

さらに、いくつかの技術を組み合わせることにより、排出ガスの削減率を高めることも

可能である。例えば、電子制御方式とコモンレール噴射方式を、Wärtsilä の DWI システ

ムと組み合わせた場合、NOxの発生は 2.2～5.5g/kWhに低下する。さらに SCRを使用し

た場合には、1g/kWh以下となると考えられる。NOx第三次規制を満たすためには、この

ような方策も必要となろう。 

MAN Diesel & Turboは、自社の環境技術として、一次方式としては燃料噴射システム

（コモンレールを含む）、VTA 技術（ミラー・サイクル）、ターボ技術（VTT、STC）、二

次方式としては FWE技術、HAM技術、SCR、スクラバー、EGRを挙げている。 

同様に、Wärtsilä は、IMO 第三次規制を満たすための排出ガス削減策に焦点を当て、

一次方式としてはエンジン内部技術（EGR、Low-NOx 燃焼技術、ミラー・タイミング）、

及び環境負荷の低い燃料（ガス）の利用、また、二次方式としては SCR とスクラバーを

挙げている。 

 上記技術を含む現在開発中及び利用可能な主な排ガス削減技術とシステムを、次に概説

する。 

 

                                                 
18 Couple Systems GmbH資料より。 
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2.2 主な排出ガス削減技術とシステム 

 

2.2.1一次方式 

 

①燃料噴射システム、コモンレール技術 

 

コモンレール技術は、あらゆるエンジン負荷下で噴射圧力を高圧かつ一定に保つ電子制

御燃料噴射により、NOx及び PM排出量を削減する。またエンジン性能の向上により燃料

消費量を改善し、CO2 排出量を削減する。 

排気弁の開閉タイミングは個々に電子制御され、全てのパラメーターはエンジン負荷に

応じて最適化され、NOxと CO2の排出を低減する。 

自動車等の陸上車両と異なり、大型舶用ディーゼルエンジンは重油で稼働するため、電

子制御による高性能燃料噴射には、まず燃料を 150度程度に温め、粘性を調整する必要が

ある。重油に含まれる様々な腐食性物質も問題となる。 

このため、信頼性の高いコモンレール技術の実現には、冗長性を持つ高性能で頑丈な燃

料噴射システム、即ち高圧に耐えうる燃料ポンプ、インジェクター、センサー、制御ユニ

ット等が必要となるため、製品コストは上昇する。 

排気弁開閉タイミング制御技術が利用できない小口径 2ストローク・エンジンには、下

記の VTA技術を用いたターボチャージャーが用いられる。 

PM の発生は、燃料噴射圧力を上げることで抑制できるため、コモンレール技術が効果

的である。Wärtsilä は、コモンレール式電子制御燃料噴射システム（CRI） を活用し、

電子制御により燃料を噴射させることにより、燃費効率の向上等を実現している。 

また、MAN も、MEシリーズの 2ストローク・ディーゼルエンジンで、電子制御システ

ムを用い、PMと NOxの削減に成功している。MTUその他のエンジンメーカーもコモン

レール技術を利用している。 

 

②VTA技術 

 

 VTA技術（Variable Turbine Area：可変タービン・エリア）は、ターボチャージャー

の効率を向上させる技術である。コモンレール技術が燃料の取り込みを調整するように、

VTAシステムは燃焼吸気を電子制御により柔軟に調整する。 

VTAシステムは、MANが 2003年に実用化した。2007年以降、舶用エンジンにも搭載

され、現在 VTA 技術を用いた重油焚きエンジン向けのターボチャージャーのシリーズ生

産を行っている唯一のメーカーである。 

ターボチャージャーには、従来の固定式ブレードを用いたノズル・リングの代わりに、

ターボチャージャーのアウトプットを制御する調整可能なブレードを用いている。VTA技

術は、給気量を燃料噴射量に応じて調整することにより、エンジン性能を向上させるとと

もに、低速運転時には燃料消費量を削減し、排出ガス量を低減させる。 

また、VTA技術により減速運航時にもエンジン性能の最適化が可能となり、これまで減

速運航時に問題となっていた排出ガスの増加を回避することができる。VTAターボチャー
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ジャー技術を利用した場合、燃料消費量が最大で 2.5％低減する。これに伴い二酸化炭素

発生量が低減、また炭化水素、一酸化炭素、カーボンブラックの排出量も減少する。19 

 

③VVT技術 

 

VVT（variable valve timing：可変バルブ・タイミング）技術は、吸気弁の開閉タイミ

ングにより圧縮過程及び燃焼中に温度を低下させる「ミラー・サイクル」を改良した技術

である。「ミラー・サイクル」は、NOx 発生量を低減させるが、部分負荷時の温度低下に

より黒煙が発生するという欠点がある。 

VVT技術は、バルブの開閉タイミングを正確に制御することにより、エンジン効率を最

適化すると同時に燃料消費量を一定化させ、ガス排出量を低減させる。同技術の機械的コ

アとなるのは、可変バルブ・リフトを実現する精密に回転する偏心軸である。同技術を搭

載したエンジンは、NOx排出量に関する現行の IMOの第二次規制を満たす。20  

 

④二段過給システム 

 

エネルギー効率を向上する過給機の使用は、CO2排出量の削減に寄与する。さらに、「ス

マート」な過給システムは、燃料中の空気比率をあらゆる条件下で最適化し、煤の発生も

抑制することができる 

 最新の過給技術である二段過給システム（two-stage turbocharging）は、大型舶用エン

ジンの環境性能を向上させ、ライフサイクルコストを削減する将来性の高い技術であると

考えられている。同システムは、サイズの異なる過給機 2基を組み合わせ、あらゆるエン

ジン稼働状況に柔軟に対応することにより、エンジンのパフォーマンスを最適化し、燃料

消費と排出ガスを削減する。 

同システムは後述の HERCULES プロジェクトでも研究が行われ、近年、Wärtsilä、

MAN Diesel&Turbo等が実用化している。 

 

⑤LOW-NOx燃焼技術 

 

 Wärtsiläが 1995年に発表した「Low NOx」燃焼方式は、NOxを 10％程度削減しなが

ら、燃料消費量を同程度又は若干改善する。燃料消費量を考慮しなければ、更なる NOx

削減も可能である。Low NOx 技術は改良が続けられ、同社の中高速ディーゼル主機及び

補機の全製品に採用されている。 

 

 

 

                                                 
19http://www.mandiesel-greentechnology.com/0000517/Technology/Primary-Measures/
Variable-Turbine-Area.html 
20http://www.mandiesel-greentechnology.com/0000516/Technology/Primary-Measures/
Variable-Valve-Timing.html 
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 その主な特徴は以下の通りである。 

� 燃料噴射タイミングを遅らせた短時間の噴射。 

� 高圧縮率 

� 4 ストローク・エンジンの「ミラー・バルブ・タイミング」原理を応用し、インレ

ット・バルブの閉鎖タイミングを早める。 

� 2ストローク・エンジンの排気バルブの閉鎖タイミングを遅らせる。 

� 燃料噴射システムの最適化。 

� 燃焼室の最適化。 

 

⑥直接水噴射（DWI）方式 

 

 燃料と水をひとつの噴射器から別々に燃焼室に噴射する直接水噴射（DWI）方式は、50

～70％の水／燃料比率で燃料消費量を若干改善すると同時に、50～60％の NOx 削減が可

能であると考えられている。 

 

⑦燃料水エマルジョン（FWE）技術 

 

燃料と水のエマルジョン（Fuel Water Emulsion: FWE）技術は、事前に水と燃料を混

合し、エンジンに噴射する技術である。噴射された燃料とともに水が蒸発し、シリンダー

内の燃焼温度が低下し、NOx発生量が減少する。 

MANは、同社の FWE技術により、水を 10％加えるごとに NOx発生量が 10％低下し、

最大 30％の削減が可能であるとしている。もうひとつの湿式 NOx 削減方法である HAM

技術（後述）と異なり、FWE 技術では塩分を含まない真水のみが使用される。電子制御

により、燃料と水のエマルジョンはエンジン稼働中に製造・供給される。同技術は既に多

くのクルーズ船、商船に利用されている。21 

また、「ウォーター・イン・フュエル・エマルジョン・オン・ディマンド」（WiFE on 

Demand）技術は、必要に応じて燃料と水を混合し、エマルジョンを供給するシステムで

ある。水の混合比率は 0％～50％で、船内の利用可能な水の量やエンジン稼働状況により

変化させる。例えば、水の混合比率が 30％の場合、NOx排出量は 30％、PM排出量は 60

～90％減少する。 

同技術は、船内の油分を含んだ排水の有効利用法である。排水を再利用することにより、

陸上での処理コストが削減される。また、あらゆる船種の燃料システムにレトロフィット

が可能で、コスト効率の高い環境技術であると考えられる。 

 

⑧湿式エア･モーター（HAM） 

 

広く実用化されている HAM（humid air motor）技術は、燃焼空気に水蒸気を加えるこ

                                                 
21http://www.mandiesel-greentechnology.com/0000509/Technology/Secondary-Measure
s/Fuel-Water-Emulsion.html 
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とによりシリンダー内温度をコントロールし、NOx発生量を削減する技術である。4スト

ローク・エンジンと 2 ストローク・エンジンに使用される技術は若干異なり、2 ストロー

ク・エンジン用のシステムは SAM（scavenging air moistening）技術と呼ばれている。 

 同技術では、コンプレッサーからの高温給気を加湿し、給気の加熱能力を上昇させると

同時に、酸素量を減少させる。結果として、エンジン内の燃焼温度が低下し、NOx発生量

が最大 65％減少する。水蒸気は海水から製造可能であるため、HAMシステム稼働に必要

な追加コストは低く、保守コストも少ないと考えられている。 

 欠点としては、燃料消費量が若干上昇し、排出ガス内の煙が増加する。また、排熱利用

が限られ、システム設置のスペースも必要となる。22 

 

⑨燃料噴射ノズルのデザイン 

 

 燃料噴射ノズルのデザインは、噴射圧力とともに、NOx形成にも大きく影響する。例と

しては、MAN の大型 2 ストローク・エンジンが、スライド式燃料バルブの採用により、

NOx、CO、煤煙、未燃 HCの削減に成功している。 

 

⑩排気ガス再循環（EGR） 

 

 排気ガス再循環（EGR）は、燃焼温度を低下させるために、不活性な（酸素量の少ない）

気体となっている排気ガスをエンジン燃焼室に戻し、NOx の発生を最大 80％程度削減す

る技術である。 

自動車メーカーは、EGR技術の採用に積極的である。しかしながら、同技術には高質燃

料油の使用が必要であるため、重油焚きエンジンを主流とする船舶への普及は遅れていた。

2010 年、MAN は EGR システムの海上実験を成功させ、現在中速エンジン向けの EGR

システムも開発中である。 

Wärtsiläは、EGR方式と DWIを組み合わせた水冷却残留ガス（WaCoReG）方式を開

発中である。 

EGR技術は、燃焼温度を低下させることにより NOx発生量を低減させる効果的な技術

であるが、一方で、燃料である重油に含まれる硫黄分が部品の目詰まりや腐食を促すとい

う問題も指摘されている。 

MAN は、この問題の解決策として、第一段階でスクラバーにより排出ガスから硫黄分

と微粒子を取り除いている。次に冷却器により排出ガス温度を 100度以下に低下させ、ド

リップ・キャッチャーで排ガスの湿度を除去し、ファンで排ガスの圧力を 0.4～0.7バール

上昇させた後、排ガスを再循環させる。EGRシステムは必要に応じて、稼働・停止するこ

とが可能である。23 

 

                                                 
22 http://www.mandiesel-greentechnology.com/article_006932.html 
23http://www.mandiesel-greentechnology.com/0000539/Technology/Secondary-Measure
s/Exhaust-Gas-Recirculation.html 
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2.2.2 二次方式 

 

①選択還元触媒（SCR）方式 

 

 ディーゼルエンジンの排出ガスから NOx を除去する最も効果的であると考えられてい

る方法は、選択還元触媒（SCR）方式で、舶用エンジンに設置された場合、90～95％の

NOx除去が可能である。同システムは、現在 IMOの NOx第三次規制を満たす唯一の NOx

後処理方法であると考えられている。改良型エンジンと組み合わせた場合は、更なる NOx

削減が期待できる。 

 SCR装置は、触媒層からなるリアクター、還元剤の注入及び保管システム、制御システ

ムで構成されている。２ストローク・エンジンの場合、リアクターはターボチャージャー・

タービンの前の排気システムに設置され、4 ストローク・エンジンの場合は、タービンの

後に設置される。リアクターに排気ガス・サイレンサーを組み込むことも可能である。 

 還元剤には尿素水が使用される。尿素は、排気ガス中でアンモニア（NH3）に変化し、

排出ガス中の NOx がアンモニアと結びつき、水と無害な窒素に分解される。尿素タンク

の大きさは、エンジンの大きさや負荷特性及び尿素が入手可能な港への寄港頻度等によっ

て決まる。 

SCR技術は 1989年以来、実船で使用されてきたが、初期投資コスト、尿素や触媒等の

ランニングコスト、システム設置スペースの問題等により、地域的（環境基準の厳しい北

欧海域等）又はビジネス上の特別な理由がない限り、SCRシステムはほとんど利用されて

いないのが実情である。 

 このため、SCR 開発メーカーは、SCR 装置の小型化、軽量化、触媒の寿命延長、ラン

ニングコストとメンテナンスコストの削減、廃棄物の削減等を今後の課題としている。 

 

②スクラバー 

 

排出ガスのスクラバー（洗浄）技術は、近年実用化が開始された排出ガス後処理技術で

ある。同技術は、エンジン内部技術では処理できない SOx 削減に非常に効果的で、90～

95％の削減が可能であるが、NOxと PM削減に関しては効果は限定的である。 

初期のスクラバーシステムは、カナダ Marine Exhaust Solutions（MES）社が、

「EcoSilencer」として既に 1998 年に商品化しており、SOx 削減率は最大 90％である。

一方、NOx 削減率は、5～15％程度に止まっている。近年は、大手エンジンメーカーが、

それぞれのスクラバーシステムを製品化している。 

海水を利用したスクラバー（オープン・ループ・スクラバー）では、エンジンからの排

出ガスは、煙道に到達する直前に、シャワーヘッド形状のスプレー装置により海水で洗浄

される。水と硫黄が反応して形成された硫酸は、海水中のアルカリ分により中和される。

洗浄に利用された海水はフィルターにより微粒子と油分が取り除かれ、海に排出される。

固形分はタンクに貯蔵され、陸上で廃棄される。海水スクラバー技術は、エンジン出力 1

メガワットあたり、1 時間に 40～50 ㎥の海水が必要となるため、システムの大きさと重

量が欠点である。 
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MAN をはじめとする舶用メーカーは、海水の代わりに、中和成分として NaOH（水酸

化ナトリウム）等を混入した真水を使用するスクラバーを開発中である。この「クローズ

ド・ループ・スクラバー」では、水の必要量がエンジン出力 1 メガワットあたり僅か 0.1

㎥で済み、従ってスクラバーも大幅に小型化可能となっている。スクラバーからの排水も

非常に少ないため、海を汚染する恐れも少ないものと見られている。 

 さらに、排出ガスを粒状石灰（水酸化カルシウム）を通して洗浄する「ドライ・スクラ

バー」も開発中である。硫黄と石灰は反応して石こうとなり、陸上で廃棄される。利点と

しては、固形化した硫黄分は生物圏を汚染することないことである。欠点は、粒状石灰の

保管スペースが必要なことである。24 

 

③プラズマ技術 

 

 プラズマによる NOx、粒子状物質、煤の削減は、現在開発中の技術である。電気エネル

ギーが電子エネルギーに変換され、電子から発生したフリーラジカルが排出ガスに含まれ

る有害物質を破壊する。プラズマ技術は形状やサイズに柔軟性が高く、NOx排出量を 97％

低減させるが、触媒に貴金属を使用するところが普及のネックとなろう。 

 英国 AEA Technology社は、舶用ディーゼルエンジン向けの非熱プラズマ（NTP）シス

テムを開発した。同システムは、SCRシステムと同等の効率とランニングコストを持つが、

尿素やアンモニア等の触媒を必要としない。プラズマは排気ガス中の粒子とNOxに加え、

多環芳香族炭化水素（PAH）その他の規制されていない芳香族化合物も分解する。同技術

は、プラズマを維持するための電力供給設備が必要である。 

 AEA Technology社の NTPプロトタイプ実験では、NOxの 97％除去という好結果が得

られた。さらに、同システムは、小型でコンフィギュレーションに柔軟性があることが利

点である。 

 

④IS技術 

 

減煙技術として、MAN は、クルーズ船やフェリーが運航する環境規制の厳しい海域や

港湾におけるエンジンからの煤煙発生の削減を目的としたインビジブル・スモーク（IS）

技術を開発した。 

 IS技術の主な特徴は以下の通りである。 

� ターボチャージャーは最適化され、部分負荷に対応。 

� 給気バイパスはエンジン負荷の 65％以下。 

� 給気プレヒーティングはエンジン負荷の 20％以下。 

� 噴射口径が小さい。 

� FWE（燃料と水のエマルジョン技術）の利用。 

 

                                                 
24http://www.mandiesel-greentechnology.com/0000519/Technology/Secondary-Measure
s/Exhaust-Gas-Scrubber.html 
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 定期運航中の船舶での実験結果では、エンジン負荷 20％からアイドリング中でも、煤煙

の可視性は、ボッシュ・スケールの許容上限 0.3を下回った。 

 IS技術は、既にスタンダード技術として MAN中速エンジンに採用されている。規制の

厳しい海域用には、他の NOx、煤削減手段と組み合わせたパッケージが、新造エンジン及

びレトロフィット向けに利用可能である。 

 

⑤粒子状物質除去装置：セラミック・フィルター、酸化触媒 

 

 粒子状物質（PM）や煤を除去するフィルター装置は、今後自動車への採用が増えるこ

とが期待されている。フィルターは定期的な交換が必要である。 

 一方、酸化触媒は、PM中の CO、HCを触媒により酸化させ、水と二酸化炭素に変える

もので、EGR搭載のディーゼルエンジンへの採用が予想される。PMフィルター、酸化触

媒とも、貴金属触媒を使用する。 

これらの技術の舶用エンジンへの利用に関しては、現行の舶用燃料を使用した場合、故

障や目詰まりが予想される。現在利用可能な電気集塵装置等の PM除去方法は、設置スペ

ースや価格の問題があり、重油焚きの舶用エンジンからの PM除去は、引き続き今後の課

題である。（ちなみに、重油を精製油に替えることで、PM 排出量は 50～90％削減可能で

ある。） 

 

⑥クランクケース・ガス・クリーニング 

 

 クランクケース・ガスは、燃焼室からのガスと煤、クランクケース内に常に存在するオ

イル・ミストから成る。このようなガスは安全性の面からも排気の必要があるが、オイル

や煤という有害物質のため、そのままの排気には問題がある。 

 クランクケース・ガスのクリーニング方法としては、ペーパー・カートリッジ・フィル

ターの使用が一般的であるが、サイクロンや空気フィルター等の方法もある。 

 Alfa LavalとWärtsiläは、遠心分離技術を用いた「PureVent」と呼ばれるオイル・ミ

スト・セパレーターを共同開発し、2005年に発表した。Wärtsilä は、2006年から同社新

造エンジン全機種へのオプションとして、PureVentを提供している。 

PureVentのクリーニング能力は 98％である。同システムは、小型・軽量のディスク遠

心機で、既存の製品と比較して寿命が長いことが特徴である。また、排出ガスの削減に加

え、甲板や船体の汚れを防ぐという利点がある。浄化された気体は放出され、分離された

油分はエンジン潤滑油の代わりに再利用できる。25 

 

 

                                                 
25 Wärtsilä Environmental Product Guide - 3/2011, p.36 
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2.2.3 代替燃料 

 

 使用燃料の質と成分は、排出ガスに直接影響する。前処理、即ちエンジン内部技術以前

の排出ガス削減方法としては、従来の重油（HFO）の代わりに、硫黄分や不純物の比較的

少ない MDO、MGO 等の燃料、又は有害ガスがほとんど発生しない LNG、燃料電池等の

新たな代替燃料の利用が考えられる。 

更に厳格化する SOx排出規制を満たす手段としては、現在のところ、排出ガス・スクラ

バーを使用する以外には、このような硫黄分の少ない燃料（0.1％以下）を使用するしかな

いものと考えられる。 

 

①低硫黄燃料 

 

 エンジンの燃焼室に入った硫黄分は全て酸化されて SOx となり、大気中に排出される。

このため、SOx排出量は、燃料中の硫黄含有量に比例する。また、粒子状物質の排出量も、

燃料中の硫黄分等に影響される。高硫黄分燃料油を使用した場合の粒子状物質排出量は、

精製油使用の場合の 3～4倍に上る。 

 従って、最も経済的かつ単純な有害排出ガス削減方法は、燃料油中に含まれる硫黄分を

削減することである。SCR 装置による SOx 除去の場合でも、その効果を最大限にするに

は低硫黄分燃料を使用する必要がある。 

 特定海域では、燃料中の硫黄含有量の上限が厳格に規制されているため、船舶は、航海

中に数種類の異なる燃料を使用することとなり、燃料システムや操作手順を変更しなけれ

ばならない。また、重油に比べて価格が大幅に高いことも大きな課題となっている。 

 

②ガス燃料 

 

 更に厳格化する SOx 排出規制を満たす手段としては、SOx をほとんど排出しないガス

燃料は、近年注目されている代替燃料である。 

 液体燃料に加え、ガス燃料を使用する二元燃料（Dual Fuel: DF）エンジンは、ディー

ゼルエンジンに比べて NOx排出量が少ない。しかしながら、NOx規制の厳しい海域を航

行する場合には、NOx削減量は十分でないため、SCR装置などの追加手段が必要となる。

ディーゼルエンジンよりも出力が 10～20％低いことも解決すべき問題である。 

近年、通常運航では液体燃料を全く使用しないガス燃料船も普及し始めている。特に、

内航及び沿岸海運による有害ガス排出の割合が高いノルウェーでは、政府と船級協会の主

導でクリーンで安全な液化天然ガス（LNG）の舶用利用を積極的に進めている。DNV に

よると、燃料として LNGのみを使用する船舶は CO2 排出量が 15％、NOx排出量が 85～

90％がそれぞれ削減され、SOx及び PM排出量はほぼゼロである。 

ガス（LNG）燃料船は、2001年に実用化し、既に 20隻が運航している。主なガスエン

ジンメーカーは、Wärtsilä、Rolls-Royce、MAN Diesel&Turbo、三菱重工である。 
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LNG燃料の利点は、後処理装置なしに排出ガス基準を満たすことが可能な点である。ま

た、課題としては、出力の低さ、初期投資コスト、LNGタンクの船上設置、LNG燃料の

安定的な供給路等である。 

DNVは、例えば排出基準の厳しい ECA内の定期航路を運航する新造小型フェリーの場

合、長期的にはスクラバーや低硫黄分液体燃料（MGO）を使用するよりも、LNG 燃料船

がコスト的に有利であるとしている。 

 

③燃料電池 

 

 NOx、SOx、PM を排出せず、高い熱効率を持ち、静かで振動もないという優れた特性

を持つ燃料電池（FC）は、舶用産業の全セクターが大きな期待を寄せている新技術である。 

 現在のところ、商業的に実用化された舶用燃料電池の利用は、ヨット等の超小型船舶に

限られている。北欧では、出力 200kW以上の舶用燃料電池の実船搭載を計画している。 

 燃料電池は上記の特性から、大型クルーズ船やフェリーへの搭載が期待されているが、

通常必要出力が 45MW を超えるクルーズ船への利用は、補機又は補助装置としても現状

では不可能である。 

また、FC燃料として理想的な水素の供給設備も現状では整備されていない。このため、

FC の舶用利用には、既存の舶用燃料油を水素に変換する装置も必要であり、技術的課題

に加えて、そのコストが大きな課題となっている。 

 このように実用化にはかなりの時間を要すると考えられるが、欧州の造船所、舶用メー

カー及び海事組織は、舶用に利用可能な FC開発に向けて共同で研究開発を進めている。 

特に、ドイツ船級協会（GL）の主導で、MTU、HDW 等のドイツ企業が舶用燃料技術

分野での研究開発を牽引している。GL は、既に燃料電池利用のガイドラインを策定し、

燃料電池の舶用アプリケーションの安全性等の規制環境を整備している。GL 主導の数々

のプロジェクトでは、現在数百 kW～2MW、さらに 5MW弱の燃料電池が実用化されてい

るが、通常の船舶に必要な 5～50MWにはまだ開きがある。 
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2.3その他の排出ガス削減技術・方法 

 

 前述したエンジン関連の排ガス削減技術以外にも、船舶からの排出ガスの削減は可能で

ある。具体的には、船舶の運航方法、船舶設計、動力・推進システム、発電システムの最

適化等により実現可能である。以下に主な技術・方法を概説する。 

 

2.3.1 船舶運航方法 

 

①停泊時間の短縮 

 

商船の港湾における停泊時間は、運航効率と燃料消費量に影響する。停泊時間を短縮す

ることにより、余剰時間を低速運航に切り替えることができ、燃料の 10％程度の節約が期

待できる。 

 

②プロペラ表面の加工・洗浄 

 

プロペラ表面は、生物が付着・繁殖しやすく、プロペラの推進効率に大きく影響する。

定期的なメンテナンスは、効率向上とスムーズな運航につながり、IMO の報告によると、

0.5～3％の燃料消費量の削減が期待できるとしている。 

 

③船体の洗浄と塗装 

 

プロペラの場合と同様に、船体への藻や生物の付着は、船体抵抗を高め、推進効率の低

下につながる。これは船齢、停泊時間、運航速度、水温、喫水の変化、積荷の重さと状態

等の要因にも影響される。対策としては、定期的なメンテナンス、乾ドックによるチェッ

ク、表面加工と塗装があり、定期的な洗浄により約 3％の効率向上が期待できる。また、

最新の塗装技術を用いて船体の表面を滑らかで強固にすることにより、船体抵抗を低くし、

また生物の付着を軽減することが可能である。IMOの報告によると、船体の表面処理と塗

装は、0.5～5％の効率向上につながるとしている。 

 

④低速運航 

 

運航速度を減速することは排出ガス削減のための非常に有効な手段であり、1 ノット減

速するごとに燃料効率が 11％程度向上すると考えられている。通常の運航速度を半分にす

れば、CO2排出量を 70％削減することも可能であると考えられている。運航速度を半分に

減速することは現実的には困難であるが、運航速度を最適化すれば 0.1～4％の燃料消費量

の削減が可能である。 
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